
平成 17年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 17年 5月 27日

上   場   会   社   名     エス・バイ・エル株式会社 上場取引所 東 大

コード番号    1919 本社所在都道府県

 （ＵＲＬ　http://www.sxl.co.jp/) 大阪府

代表者 役職名 取締役社長 氏名    渡瀨　淳一

問合せ先 責任者役職名 取締役管理本部長 氏名    澤井　幹人 TEL (06) 6315 - 1131
決算取締役会開催日　　平成 17年 5月 27日 中間配当制度の有無　　無

定時株主総会開催日　　平成 17年 6月 29日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 17年  3月期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）
(1)経営成績 (記載金額：百万円未満切り捨て)

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年  3月期 72,711 △ 10.0 181 △ 12.9 △ 566 -

16年  3月期 80,757 △ 0.5 207 △ 79.0 △ 236 -

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

17年  3月期 △ 1,975 - △ 24.35 - △ 6.3 △ 0.6 △ 0.8

16年  3月期 1,300 - 16.02 - 4.1 △ 0.2 △ 0.3

(注)①期中平均株式数 17年  3月期    81,141,187 株　　　16年  3月期    81,159,947 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

17年  3月期 - - - - - -

16年  3月期 2.50 - 2.50 202 15.6 0.6

（注）17年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　          － 円 － 銭、　特別配当　          － 円 － 銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年  3月期 82,802 30,048 36.3 370.41

16年  3月期 93,606 32,733 35.0 403.34

(注)①期末発行済株式数　17年  3月期     　81,121,809 株　16年  3月期     　81,154,238 株

 　 ②期末自己株式数　　17年  3月期           88,917 株　16年  3月期           56,488 株

２. 18年  3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 34,000 △ 1,100 △ 19,500 － － －

通　　期 69,000 △ 1,100 △ 19,500 － － －

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   △240円 38銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素が内在しております。

   実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想

　 のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の９ページを参照してください。
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 比 較 貸 借 対 照 表  
                                                                                            

（単位：百万円） 

資 産 の 部                                                  

科 目                   
当 事 業 年 度          

（平成17年３月31日） 

前 事 業 年 度          

（平成16年３月31日） 
増   減 

   資 産 の 部                          

 

流 動 資 産                              

  現 金 預 金              

  受 取 手 形              

  完 成 工 事 未 収 入 金              

  分譲用土地建物未収入金              

  売 掛 金              

  未 成 工 事 支 出 金              

  分 譲 用 土 地              

  分 譲 用 建 物              

  未 成 分 譲 用 建 物              

  材 料 及 び 貯 蔵 品              

  前 渡 金              

  短 期 貸 付 金              

  前 払 費 用              

  繰 延 税 金 資 産              

  そ の 他              

  貸 倒 引 当 金              

 

固 定 資 産                              

 有 形 固 定 資 産                             

  建 物              

  構 築 物              

  機 械 装 置              

  車 両 運 搬 具              

  工 具 器 具 備 品              

  土 地              

  建 設 仮 勘 定              

 無 形 固 定 資 産                             

  ソ フ ト ウ ェ ア              

  電 話 加 入 権              

  そ の 他              

 投資その他の資産                   

  投 資 有 価 証 券              

  関 係 会 社 株 式              

  長 期 貸 付 金              

  破産債権・更生債権その他              

  こ れ ら に 準 ず る 債 権              

  長 期 前 払 費 用              

  差 入 保 証 金              

  投 資 不 動 産              

  そ の 他              

  貸 倒 引 当 金              

 

 

３６，７５９ 

７，４２２ 

２，０４９ 

７，３１８ 

８１７ 

３，３３３ 

７５６ 

９，２１１ 

１，０１７ 

９４１ 

８５０ 

１１９ 

１，４２３ 

５８４ 

－ 

９５７ 

△     ４５ 

 

４６，０４３ 

２７，７４４ 

１８，３９９ 

７２５ 

２０ 

０ 

１０４ 

８，４４４ 

４９ 

８３２ 

７６４ 

６７ 

０ 

１７，４６６ 

１，４１８ 

２，２３６ 

１２，４２８ 

３５８ 

５２３ 

１，２４８ 

７０２ 

１，０１４ 

△  ２，４６６ 

 

 

４０，２４３ 

１２，２７６ 

２，６６６ 

７，０６５ 

４９７ 

３，１６７ 

１，０２０ 

７，２７９ 

１，５０７ 

２６１ 

５３６ 

１６６ 

２，３４３ 

３９８ 

５５０ 

５１６ 

△           ９ 

 

５３，３６３ 

２８，７２１ 

１９，２２３ 

７９４ 

４５ 

１ 

１２５ 

８，５１７ 

１３ 

３５０ 

２８２ 

６７ 

０ 

２４，２９１ 

４，１８０ 

５，３５９ 

１２，９２７ 

３７３ 

５１９ 

１，２３８ 

７３７ 

９５２ 

△    １，９９７ 

 

 

 

△  ３，４８４ 

△  ４，８５３ 

△    ６１６ 

２５３ 

３１９ 

１６５ 

△    ２６３ 

１，９３２ 

△    ４８９ 

６７９ 

３１４ 

△     ４７ 

△    ９１９ 

１８５ 

△    ５５０ 

４４０ 

△     ３６ 

 

△  ７，３１９ 

△    ９７６ 

△    ８２４ 

△     ６８ 

△     ２５ 

△      ０ 

△     ２１ 

△     ７２ 

３５ 

４８２ 

４８２ 

△      ０ 

△      ０ 

△  ６，８２４ 

△  ２，７６１ 

△  ３，１２２ 

△    ４９９ 

△     １４ 

３ 

９ 

△     ３５ 

６２ 

△    ４６８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    資 産 合 計                          ８２，８０２ ９３，６０６ △ １０，８０４  
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                                                （単位：百万円） 

負 債 ・ 資 本 の 部                                                           

科 目                   
当 事 業 年 度          

（平成17年３月31日） 

前 事 業 年 度          

（平成16年３月31日） 
増   減 

   負 債 の 部                       

流 動 負 債                  

 支 払 手 形                             

 工 事 未 払 金                             

 買 掛 金                             

 短 期 借 入 金                             

 一 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債               

 一年以内返済予定の長期借入金               

 未 払 金                             

 未 払 法 人 税 等                             

 未 払 消 費 税 等               

 未 払 費 用                             

 未 成 工 事 受 入 金                             

 前 受 金                             

 預 り 金                             

 前 受 収 益                             

 賞 与 引 当 金                             

 完 成 工 事 補 償 引 当 金                             

 そ の 他               

 

固 定 負 債                  

 長 期 借 入 金                             

 預 り 保 証 金                             

 退 職 給 付 引 当 金                             

 役 員 退 職 給 与 引 当 金               

 繰 延 税 金 負 債               

 そ の 他               

  

   負 債 合 計                       

 

４０，７８１ 

２，９０３ 

７，９６３ 

３，１５１ 

１２，１０３ 

－ 

１０，８５０ 

２４８ 

１３５ 

－ 

７８９ 

１，７７３ 

１１７ 

１６４ 

１８ 

２７０ 

２３５ 

５５ 

 

１１，９７２ 

９，６８０ 

７９８ 

６５７ 

２９４ 

１４４ 

３９６ 

 

５２，７５４ 

 

３９，０８５ 

３，３５２ 

８，４３６ 

３，２１６ 

９，５２６ 

２，３００ 

７，９３０ 

１０４ 

４１ 

１１８ 

７９１ 

２，４２３ 

２３ 

２２６ 

１９ 

３００ 

２５９ 

１５ 

 

２１，７８８ 

１９，３００ 

８４０ 

５６２ 

３１０ 

４８６ 

２８８ 

 

６０，８７３ 

 

１，６９６ 

△    ４４８ 

△    ４７２ 

△     ６４ 

２，５７７ 

△  ２，３００ 

２，９２０ 

１４４ 

９３ 

△    １１８ 

△      １ 

△    ６４９ 

９３ 

△     ６１ 

△      ０ 

△     ３０ 

△     ２４ 

４０ 

 

△  ９，８１６ 

△  ９，６２０ 

△     ４１ 

９４ 

△     １５ 

△    ３４２ 

１０８ 

 

△  ８，１１９ 

    資 本 の 部                       

資 本 金                  

 

資 本 剰 余 金                  

 資 本 準 備 金                             

 

利 益 剰 余 金                  

利 益 準 備 金                             

当 期 未 処 分 利 益 又 は                             

当 期 未 処 理 損 失 ( △ )                             

    う ち 当 期 純 利 益 又 は             

    当 期 純 損 失 ( △ )             

 

土 地 再 評 価 差 額 金                            

 

その他有価証券評価差額金                            

 

自 己 株 式                            

 

    資 本 合 計                       

 

２９，９１７ 

 

１，８１１ 

１，８１１ 

 

△    ９２４ 

２１ 

△    ９４５ 

（ △  １，９７５） 

 

△    ９５３ 

 

２１１ 

 

△     １４ 

 

３０，０４８ 

 

２９，９１７ 

 

１，８１１ 

       １，８１１ 

 

  １，２７６ 

－ 

     １，２７６ 

   （     １，３００） 

 

△    ９７５ 

 

     ７１１ 

 

   △      ７ 

 

            ３２，７３３ 

 

－ 

 

－ 

－ 

 

△  ２，２００ 

２１ 

△  ２，２２１ 

（ △  ３，２７５） 

 

２１ 

 

△    ４９９ 

 

△      ６ 

 

△  ２，６８４ 

    負 債 ・ 資 本 合 計                       ８２，８０２ ９３，６０６ △ １０，８０４ 
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比 較 損 益 計 算 書 

                                                                  （単位：百万円） 

当 事 業 年 度          

(
自  平成16年 4月 1日

至  平成17年 3月31日
) 

前 事 業 年 度          

(
自  平成15年 4月 1日

至  平成16年 3月31日
) 

増          減 

 

 科      目 

金     額 構成比率 金     額 構成比率 金        額 増 減 率         
 

完 成 工 事 高                          

完 成 工 事 原 価                          

 

４８，２６６ 

３７，９３３ 

%

100.0

78.6

 

４９，９７６ 

３９，５０２ 

       % 

   100.0 

  79.1 

 

△ １，７１０ 

△ １，５６８ 

%

△  3.4

△  4.0

完 成 工 事 総 利 益                          

分 譲 用 土 地 建 物 売 上 高                          

分 譲 用 土地 建物売上原価                          

１０，３３３ 

５，８９２ 

５，４６９ 

21.4

100.0

92.8

１０，４７４ 

１２，３５５ 

１１，１８６ 

20.9 

   100.0 

  90.5 

△   １４１ 

△ ６，４６２ 

△ ５，７１６ 

△  1.3

△  52.3

△  51.1

分譲用土地建物売上総利益                          

部 材 売 上 高                          

部 材 売 上 原 価                          

４２２ 

１６，３２８ 

１４，０３１ 

7.2

100.0

85.9

１，１６８ 

１６，６４８ 

１３，９１１ 

9.5 

  100.0 

  83.6 

△   ７４６ 

△   ３１９ 

１２０ 

△  63.8

△  1.9

0.9

部 材 売 上 総 利 益                          

そ の 他 売 上 高                          

そ の 他 売 上 原 価                          

２，２９６ 

２，２２４ 

１，８０１ 

14.1

100.0

81.0

２，７３６ 

１，７７７ 

１，８８０ 

16.4 

  100.0 

  105.7 

△   ４４０ 

４４６ 

△    ７８ 

△  16.1

25.1

△  4.2

そ の 他 売 上 総 利 益                          ４２２ 19.0 △   １０２ △  5.7 ５２４ -

売 上 高 合 計                          

売 上 原 価 合 計                           

７２，７１１ 

５９，２３７ 

100.0

81.5

８０，７５７ 

６６，４８０ 

   100.0 

  82.3 

△ ８，０４６ 

△ ７，２４３ 

△  10.0

△  10.9

売 上 総 利 益                          

 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費                          

 

営 業 利 益                          

１３，４７４ 

 

１３，２９３ 

 

１８１ 

18.5

18.3

0.2

１４，２７７ 

 

１４，０６９ 

 

２０７ 

17.7 

 

17.4 

 

0.3 

△   ８０２ 

 

△   ７７５ 

 

△    ２６ 

△  5.6

△  5.5

△  12.9

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営 業 外 収 益                          

受取利息及び受取配当金                       

有 価 証 券 利 息            

雑 収 入                       

 

 

２８７ 

１４ 

２６８ 

  

 

６９０ 

１７ 

３７０ 

  

 

△   ４０２ 

△     ２ 

△   １０１ 

△  58.3

△  14.5

△  27.4

 

 

 

 

 

営 業 外 収 益 合 計                       

 

営 業 外 費 用                          

支 払 利 息                       

社 債 利 息                       

為 替 差 損            

雑 損 失            

５７１ 

 

 

１，１２０ 

１９ 

３ 

１７４ 

0.8 １，０７７ 

 

 

１，０４０ 

４５ 

３０２ 

１３４ 

1.3 △   ５０６ 

 

 

８０ 

△    ２５ 

△   ２９８ 

３９ 

△  47.0

7.7

△ 55.9

△  98.8

29.6

 

 

 

 

 

 

営 業 外 費 用 合 計                       １，３１８ 1.8 １，５２２ 1.9 △   ２０３ △ 13.4  

経 常 損 失                           ５６６ △ 0.8 ２３６ △ 0.3    ３２９ 139.3  

特 別 利 益                          

特 別 損 失                          

１，３４１ 

２，２０４ 

1.8

3.0

２，２８４ 

５９１ 

2.8 

0.7 

△   ９４２ 

１，６１３ 

△ 41.3

272.9

 

 

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は                              

税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ )                              
△ １，４２８ △ 2.0 １，４５６ 1.8 △ ２，８８４ -  

法人税、住民税及び事業税                              

法 人 税 等 調 整 額                

△     ３ 

５５０ 

△ 0.0

0.7

２６ 

１３０ 

0.0 

0.2 

△    ２９ 

４２０ 

-

323.1

 

 

当 期 純 利 益 又 は                

当 期 純 損 失 ( △ )                
△ １，９７５ △ 2.7 １，３００ 1.6 △ ３，２７５ -  

前 期 繰 越 利 益                              

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額                              

１，０５２ 

△    ２１ 
 

－ 

△    ２４ 
 

１，０５２ 

２ 
 
 

 

当 期 未 処 分 利 益 又 は                              

当 期 未 処 理 損 失 ( △ )                              
△   ９４５  １，２７６  △ ２，２２１   
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比較損失処理案及び利益処分案  
 

損失処理案                       利益処分案               （単位：百万円） 

項 目                     

当 事 業 年 度          

(
自  平成16年 4月 1日

至  平成17年 3月31日
) 

項 目                     

前 事 業 年 度          

(
自  平成15年 4月 1日

至  平成16年 3月31日
) 

当 期 未 処 理 損 失                            ９４５ 当 期 未 処 分 利 益                            １，２７６

  利 益 処 分 額                           

利 益 準 備 金                         

利 益 配 当 金                         

 

２１ 

２０２ 

 

  ２２３

次 期 繰 越 損 失                            ９４５ 次 期 繰 越 利 益                           １，０５２

    

  



  

 -32-

重 要 な 会 計 方 針                         

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

    （１）有価証券 

        子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法 

        その他有価証券 

        ・時価のあるもの                   

            株式、証券投資信託の受益証券……期末前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法 

            債券……………………………………期末日の市場価格等に基づく時価法 

            （いずれも評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        ・時価のないもの…………………………移動平均法による原価法 

 

    （２）デリバティブ………………………………時価法 

                                              

   （３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

        未成工事支出金、分譲用土地、分譲用建物、未成分譲用建物………個別法による原価法 

     材料及び貯蔵品……………………………………………………………移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法     

        有形固定資産 

    ・建 物……………………………………定額法 

    ・その他……………………………………定率法（但し、軽井沢リゾートホテルの構築物等は定額法） 

なお、主な耐用年数はつぎのとおりであります。 

建物    ３～47年 

構築物   ７～50年 
機械装置  ７～９年 
 
少額減価償却資産 
取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、 3年均等償却 
 

        無形固定資産………………………………定額法 

                           （なお、ソフトウェア（自社利用分）は社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法） 

 

３．引当金の計上基準 

    （１）貸倒引当金   

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

    （２）賞与引当金 

        従業員の賞与の支給に備えるため、翌期の支給見込額のうち当期に負担すべき金額を計上しております。 

 

    （３）完成工事補償引当金 

引渡済建物の瑕疵担保責任に基づく補償費及びアフターサービス補修費の支出に備えるため、完成工事高及び分譲用

建物売上高に過去の一定期間における瑕疵担保責任に基づく補償費及びアフターサービス補修費の実績から算出し

た実績率を乗じた発生見込額を計上しております。 

 

    （４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業度年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異（798百万円）については、５年による按分額を費用処理しており、特別損失に計上して

おります。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理し

ております。 
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    （５）役員退職給与引当金 

        役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上することとしておりましたが、平成16年

３月に内規を廃止し、平成16年３月31日現在の要支給額のうち退職時に支給する予定額を計上しております。 

なお、この引当金は商法施行規則第43条に規定する引当金であります。 

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

        外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

５．リース取引の処理方法 

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸   

       借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

    （１）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例

処理（支払利息に加減）を採用しております。また､為替予約等が付されている外貨建予定取引の内、振当処理の要

件を満たしている場合は振当処理を採用しております。 

 

    （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

        （ヘッジ手段）                      （ヘッジ対象） 

          金利スワップ………………………………借入利息、社債利息 

          通貨スワップ、為替予約…………………外貨建予定取引 

 

    （３）ヘッジ方針 

金利及び為替の市場変動リスクの回避とキャッシュ・フローの固定化を目的としており、投機的なデリバティブ取引

は行っておりません。 

 

    （４）ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。 

なお、金利スワップの特例処理はその要件を満たすことにより、また、振当処理を採用しているものについては、キ

ャッシュ・フローを完全固定化するものと認められるためヘッジの有効性の判定は省略しております。 

 
７．消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

 

８．連結納税制度の適用 

    連結納税制度を適用しております。 

 

【追加情報】 

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法 

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取り扱い」

（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表されたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、法

人事業税の付加価値割及び資本割92百万円を販売費及び一般管理費として処理しております。 
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注 記 事 項                         

 

 （貸借対照表関係）                      

                                                （ 当 事 業 年 度        ）            （ 前 事 業 年 度        ） 

  １．有形固定資産の減価償却累計額                                         １１，７４４ 百万円            １０，９１８  百万円  

   ２．関 係 会 社 に 対 す る 売 上 債 権                             １，４６７                      １，４３３         

   ３．関係会社に対する短期貸付金                             １，４２３                       ２，３４３         

   ４．関係会社に対する長期貸付金                           １１，８４０                     １２，１６０         

   ５．関 係 会 社 に 対 す る 仕 入 債 務                             １，５０５                   １，６９４        

   ６．担 保 提 供 資 産                                           １９，１０７                 １９，１００     

   ７．関係会社等のための保証債務等                         １３，７７９                    １４，０３２         

   ８．住宅購入者のための保証債務                                              ７１９                        ９５４        

   ９．授権株式数及び発行済株式総数                                                    

         授 権 株 式 数                      ２４７，０００  千株          ２４７，０００ 千株 

         発 行 済 株 式 総 数                       ８１，２１０ 千株           ８１，２１０ 千株 

   10．自 己 株 式                                           ８８，９１７ 株            ５６，４８８ 株 

  11．配 当 制 限                                 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額 

                        ２１１ 百万円 

 12．事 業 用 土 地 の 再 評 価                                   

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改

正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額金につい

ては「土地再評価差額金」として資本の部に計上しています。 

（１）再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める当該事業

用土地の近隣の地価公示法（昭和44年法律第49号）第６条に規定する標準地について同条の規定により公示

された価格に合理的な調整を行って算定する方法によっております。 

（２）再評価を行った年月日         平成14年３月31日 

（３）再評価を行った事業用の土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

                           １，３１４ 百万円 

13．資 本 の 欠 損                                          ９５９ 百万円 
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（損益計算書関係）                      

                                   （ 当 事 業 年 度        ）     （ 前 事 業 年 度        ） 

  １．関係会社に対する受取利息            １６９ 百万円          １８０  百万円  

 

  ２．関係会社に対する受取配当金            ８４              ４６７    

 

 ３．特別利益、特別損失の主な内訳    

特 別 利 益       

 投資有価証券売却益           

 関係会社株式売却益           

  貸 倒引 当金戻入益           

  役員退職給与引当金戻入益           

  関 係 会 社 清 算 益           

１，３１３

－

－

－

－

 １，１８５

９９

６１

６７２

２００

 

 

 

 

 

特 別 損 失        

  固 定資 産除売却損           

  投資有価証券評価損           

 関係会社株式評価損           

 貸 倒引 当金繰入額           

  退職給付引当金繰入額                   

  分 譲用 土地評価損           

  分 譲用 建物評価損           

特 定 工 事 損 失           

リ ー ス 解 約 損           

関係会社株式清算損           

７８

－

３２４

４９６

１５９

９３

５４

３６３

９１

３５６

 ６

５４

－

－

１５９

１２９

２２

５９

７７

－

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 上記の内、関係会社との取引に係るもの   

貸 倒引 当金戻入益           

関 係 会 社 清 算 益           

 関係会社株式評価損           

 貸 倒引 当金繰入額           

関係会社株式清算損           

－

－

３２４

４９６

３５６

 ６１

２００

－

－

－

 

 

 

 

 

（リース取引関係）                      

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（ 有 価 証 券 関 係 ）                      

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

    該当事項はありません。 
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（税効果会計関係）                      

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （ 当 事 業 年 度        ） （ 前 事 業 年 度        ） 

        繰延税金資産 

          完成工事補償引当金損金算入限度超過額 

     賞与引当金損金算入限度超過額 

     有価証券否認 

     たな卸資産評価損否認 

          役員退職給与引当金否認 

          貸倒引当金損金算入限度超過額 

          退職給付引当金損金算入限度超過額 

     関係会社株式評価損否認 

     譲渡損益調整資産に係る譲渡損益否認 

          繰越欠損金 

     その他 

９５

１０９

１１９

１，４８１

１１９

８７２

２６６

５５７

２，０２９

１５，８６９

１５０

百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０５ 

１２１ 

１６２ 

１，６７０ 

１２６ 

６１２ 

２２７ 

４２５ 

２，２２５ 

１５，３２０ 

１２４ 

 

百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          繰延税金資産小計 

          評価性引当額 

２１，６７２

△２１，６７２

 ２１，１２３ 

△２０，５７３ 

 

 

        繰延税金資産合計 －  ５５０  

    繰延税金負債 

     その他有価証券評価差額金 △   １４４

  

△   ４８６ 

 

 

    繰延税金負債合計 △   １４４ △   ４８６  

    繰延税金資産の純額又は 

    繰延税金負債の純額（△） 
△   １４４ ６３  

 

    再評価に係る繰延税金資産 

          評価性引当額 

３８７

△   ３８７

  

３９６ 

△   ３９６ 

 

        再評価に係る繰延税金資産の純額 －  －  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

  （ 前 事 業 年 度        ） 

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 

評価性引当額の増減 

期限切れとなった税務上の繰越欠損金 

住民税均等割等 

外国法人税控除不能 

その他 

 42.0 

 

 2.6 

  △ 15.4 

△ 94.9 

71.0 

2.9 

5.2 

△  2.7 

％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  10.7  

当事業年度においては税引前当期純損失を計上しているため記載を省略しております。
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部門別売上高実績 
（単位：百万円） 

                

                期 間 

                    

当 事 業 年 度          

(
自  平成16年 4月 1日

至  平成17年 3月31日
) 

前 事 業 年 度          

(
自  平成15年 4月 1日

至  平成16年 3月31日
) 

                項 目 

品 目 
件    数 金    額 比  率 件    数 金    額 比  率 

                    

 戸 建 住 宅                   

 リ フ ォ ー ム                   

 ｱ ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ﾒ ﾝ ﾄ ﾊ ｳ ｽ                   

 戸 建 分 譲 住 宅                   

 分 譲 マ ン シ ョ ン                   

 代理店向部材売上                   

 そ の 他 資 材 売 上                   

 そ の 他                   

 

1,697 

- 

123 

89 

71 

817 

- 

- 

 

42,709 

4,736 

821 

4,062 

1,829 

6,134 

10,193 

2,224 

            % 

58.8 

6.5 

1.1 

5.6 

2.5 

8.4 

14.0 

3.1 

 

      1,832 

- 

         69 

        164 

        184 

        863 

          - 

          - 

 

44,779 

4,523 

        673 

     7,680 

      4,674 

      6,571 

     10,076 

      1,777 

            % 

55.5 

5.6 

        0.8 

       9.5 

        5.8 

        8.1 

       12.5 

        2.2 

         計         2,797 72,711 100.0 3,112 80,757       100.0    

 

 

 

受注及び契約実績 
（単位：百万円） 

                期 間 

                    

当 事 業 年 度          

(
自  平成16年 4月 1日

至  平成17年 3月31日
) 

前 事 業 年 度          

(
自  平成15年 4月 1日

至  平成16年 3月31日
) 

                項 目 

品 目 
件    数 金    額 比  率 件    数 金    額 比  率 

                    

 戸 建 住 宅                   

 リ フ ォ ー ム                   

 ｱ ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ﾒ ﾝ ﾄ ﾊ ｳ ｽ                   

 戸 建 分 譲 住 宅                   

 分 譲 マ ン シ ョ ン                   

 代理店向部材売上                   

 そ の 他 資 材 売 上                   

 そ の 他                   

 

1,528 

- 

79 

91 

113 

817 

- 

- 

 

38,240 

4,948 

492 

4,139 

3,200 

6,134 

10,193 

2,225 

            % 

55.0 

7.1 

0.7 

5.9 

4.6 

8.8 

14.7 

3.2 

 

      1,699 

- 

         58 

        155 

        120 

        863 

          - 

          - 

 

41,841 

5,318 

        434 

     7,099 

      3,754 

      6,571 

     10,076 

      1,743 

            % 

       54.5 

6.9 

        0.6 

       9.2 

        4.8 

        8.6 

       13.1 

        2.3 

         計         2,628 69,575 100.0       2,895      76,840       100.0   

 

 

 

受注残実績 
   （単位：百万円） 

               期 間 

                    

当 事 業 年 度          

 （平成17年３月31日） 

前 事 業 年 度          

 （平成16年３月31日） 

                項 目 

品 目 
件    数 金    額 比  率 件    数 金    額 比  率 

                    

 戸 建 住 宅                   

 リ フ ォ ー ム                   

 ｱ ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ﾒ ﾝ ﾄ ﾊ ｳ ｽ                   

 戸 建 分 譲 住 宅                   

 分 譲 マ ン シ ョ ン                   

 そ の 他                   

 

808 

- 

49 

8 

46 

- 

 

20,270 

1,007 

366 

403 

1,515 

86 

            % 

85.7 

4.3 

1.5 

1.7 

6.4 

0.4 

 

      977 

- 

        93 

         6 

         4 

          - 

 

24,738 

794 

        695 

        327 

      144 

        85 

            % 

92.4 

3.0 

        2.6 

        1.2 

        0.5 

        0.3 

         計         911 23,650 100.0       1,080      26,786       100.0   
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役員の異動 
（平成１７年６月２９日付） 
 

１．代表者の異動 

   代表取締役 専務取締役     松川
まつかわ

  敏夫
とし お

 （現 専務取締役兼専務執行役員） 

 

   代表取締役 専務取締役     池田
いけ だ

  力
つとむ

  （現 専務取締役兼専務執行役員） 

 

   取締役（相談役）        中島
なかじま

  昭午
しょうご

 （現 代表取締役ＣＥＯ） 

 

２．その他の役員の異動 

（１）新任取締役候補 

   該当事項はありません。 

 

（２）退任予定取締役 

   取締役会長           小堀
こぼ り

  東
あずま

  （エス・バイ･エルトラスト株式会社顧問に就任予定） 

 


